
中短期工程表 「安全・便利で経済的な次世代インフラの構築①」
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日本再興戦略の改訂（続き）
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宇宙政策委員会
基本政策部会の設置



49

宇宙政策委員会 基本政策部会の設置（平成26年6月26日第25回宇宙政策委員会）

１．設置の目的

• 我が国の安全保障政策体系及び推進体制は大きく変化。

• また、戦略的予算配分方針において、「衛星等の宇宙インフラの開発・整備・運

用等に係る中長期のビジョン等を検討する」としている。

• 「日本再興戦略」改訂2014においても、「衛星等の宇宙インフラに係る中長期ビ

ジョンの検討」が明記されている。

• 上記を踏まえ、安全保障政策と連携した宇宙政策の在り方及び衛星等の宇宙

インフラに係る中長期のビジョンの検討等、今後の宇宙政策の在り方を広く検

討するため、宇宙政策委員会に「基本政策部会」を設置する。

２．検討事項

（１） 安全保障政策と連携した宇宙政策の在り方

（２） 宇宙開発利用及び基盤整備に関する中長期のビジョン



宇宙利用の拡大と宇宙の産業化
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我が国宇宙産業の現状 （宇宙産業規模）

 社団法人日本航空宇宙工業会の集計によれば、我が国の宇宙産業規模（平成24年度）については、総額6兆5,772億円。

 宇宙機器産業（3,160億円）については、内需が約91％（2,878億円）を占める。（平成24年度）

 現在の宇宙利用産業の中心は、通信・放送であるが、日本企業が有する放送・通信衛星の20機中、日本製は1機のみ。

 宇宙利用サービス産業（8,371億円）については、衛星通信・放送分野が98％（8,288億円）を占める。（平成24年度）

② 宇宙利用
サービス産業

③ 宇宙関連
民生機器産業

④ ユーザー産業群

① 宇宙機器産業

サービス

【宇宙産業総額： 6兆5,772億円】

①宇宙機器産業 3,160 衛星（49％）、ロケット（17％）、地上施
設（12％）、ソフトウェア（10％）など

宇宙利用産業 62,612 －

②宇宙利用サービス産業 8,371 衛星通信：99％、観測分野0.6％、打
上げサービス：0.4％など

③宇宙関連民生機器産業 18,739
衛星放送対応テレビ：23％、GPS機能
搭載携帯電話：47％、カーナビゲー
ションシステム：22%など

④ユーザー産業群 35,502
通信・放送：54％、測位（測量、運
輸）：34％、リモートセンシング（地理情
報、気象、農林業、漁業）：12％など

（単位：億円）

出典：日本航空宇宙工業会 「平成25年度宇宙産業データブック」
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宇宙機器産業規模・産業人員の推移

我が国の宇宙機器産業の売上の推移 我が国の宇宙機器産業の人員の推移

出典：日本航空宇宙工業会 「平成25年度宇宙産業データブック」

我が国の宇宙機器産業については、15年程度前のピーク時と比較し、その規模及び産業人員がともに減少。

※1 日本政府予算は、2007年以降は、宇宙利用予算を含む。
※2 2011、2012年のメーカ売上高は予測値

(人)
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■ 世界的に宇宙産業は今後も市場規模を増加していく見込み。

■ 現在、最大の商業市場は、通信・放送衛星。近年、地球観測衛星の需要が拡大。

■ 特に自国では衛星開発を行えない新興国市場は、今後10年で過去10年の4倍の需要が見込まれている。これらの国への積極的な海外展開が必
要。

世界の宇宙産業の動向

世界市場規模の推移 衛星需要予測
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 宇宙機器産業は、世界的に官需・軍需が売り上げの大きな部分を占める産
業。

 日本は、欧州と比較して、官需の割合が大きいのが特徴。

我が国と世界の宇宙産業の需要構造

宇宙機器産業 需要先別売上高（2009年）

日本＜約2,697億円＞ 欧州＜約7,094億円＞

参考：米国の市場規模は約4兆円

（出典：経済産業省資料）
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「研究目的」の宇宙開発の帰結

ゴールとシナリオが明確な政策

シナリオがない政策

欧米型［当初から商業化を狙った開発］

日本型［研究目的を重視する開発］

基礎研究段階 宇宙実証段階 利用実証段階 商用段階

・現状ではなく、将来の市場
動向に照準を合わせた基礎
研究の担保。ユーザー官庁
産業官庁の関与を強化。

・小型化等開発の低コスト
化推進。
・多くの宇宙実証機会を
確保。
・政府内承認手続の簡略化。

・衛星バス部の使い回し
を推進
・防衛衛星の国産化

・トップ営業
・デュアルユースの取扱い
・政府によるサービス購入

方
策

違
い

転
換
が
必
要

・欧米では商業化可能な研究
開発をシナリオとして織り
込む。日本では商業化の研
究開発はむしろ外してきた。

・欧米では迅速な宇宙実証
による早期の技術取得を
推進。日本では確実性を
優先し遅延。

・欧米では信頼性向上のた
めに「使い回し」を推進。
日本では研究目的のため
使い回しは回避。

・欧米ではトップ営業を
展開。日本では宇宙本部が
できるまでは「民間の仕
事」として放置された。

・我が国の宇宙開発は「研究目的」が中心。しかし研究をすれば産業競争力が高まる訳ではない。
技術体系上商業化になじまないものや、コスト対性能比が悪いものは、内外で使われない。

・また、商業化を視野に入れた開発は回避されたり、商業化につながる活動は回避されるなど、
官民のシナリオ設定が不十分である。

【宇宙開発戦略専門調査会第４回会合（平成21年2月5日）資料３（日本航空宇宙工業会資料）】より引用
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GPS衛星

Ａ．測位衛星

準天頂衛星

出典：ＪＡＸＡ

出典：Lockheed Martin 

出典：Lockheed Martin 

出典：Lockheed Martin 

出典：Lockheed Martin 

スマホ
Positioning

カーナビ
Navigation

時刻
Timing

出典：セイコーウォッチ

GPS時計金融市場

Ｂ．リモートセンシング衛星

出典：JSI

GeoEye-1（光学） TerraSAR-X（レーダ）

出典：DLR

出典： DigitalGlobe社HP
（2011年3月14日に撮影さ
れた福島第1原発の画像）

出典：JAXA／
国土地理院（東
日本大震災に
伴う地殻変動を
示したALOS「だ
いち」のSAR干
渉画像）出典： 気象庁HP（気象衛

星「ひまわり」の画像）

レーダ光学

BS放送

Ｃ．通信・放送衛星

衛星通信（一例） 衛星放送

出典:KDDI

通信衛星を利用した
現場からの報道中継

出典:三菱電機

出典:NHK

衛星携帯電話

出典:Thuraya

衛星の種類

通信衛星 放送衛星

出典：三菱電機 出典：Lockheed Martin出典：スカパーJSAT 出典：Lockheed Martin 
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